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 ３月４日，文部科学大臣は，中央教育審議会に対
し「地方分権時代における教育委員会の在り方」に
ついて諮問した。 

５年前の答申では対応できない 
 教委のあり方については，すでに平成９年に中央
教育審議会で審議し，平成 10 年に答申「今後の地

方教育行政の在り方について」を得ている。その答
申に基づき，平成 11 年と 13 年の２度にわたって地
方教育行政法を改正し，教育長の承認制の撤廃，都

道府県の基準設定権の廃止，教育委員の構成の改善，
教委会議の公開，行政相談体制の整備，校長の意見
具申権の強化，高校学区制の廃止などの措置がとら

れている。 
 あれからまだ時間が経っていないのに，なぜ，再
び中教審で教委のあり方を審議するのか。 

 文科大臣の諮問理由を読むと，いろいろ書いてあ
るが，これはタテマエ論であろう。実際の理由は，
このところ教育界の外から教委制度の見直し論が続

出しており，その「外圧」に対処するため中教審の
出動を要請したというのがホンネではないのか。 
 外からの見直し論としては，例えば，地方分権改

革推進会議および総合規制改革会議において教委を
任意設置にすべきだという議論がある。また，経済
財政諮問会議では義務教育費国庫負担制度の見直し

に関連して，教委のあり方が問われている。さらに，
一部の市の首長から教委の廃止を求める意見も出て
いる（志木市の構造改革特区による教委廃止構想な

ど）。 
 こうした議論をみていると，５年前の中教審答申
がはやくも色あせたと感ずるほど時代の変化が激し

いことがわかる。この際，中教審において将来を見
通した抜本的な検討が必要であろう。 

任意設置論等にどう答えるか 
 さて，中教審の審議は１年以内をメドに結論を得
るとされているが，中教審ではどのような課題が取

り上げられるか。 
 この点については，文科大臣の諮問理由説明にか
なり書き込まれている。詳しくはそれをご覧いただ

きたいが，それに私見を加えて考察すれば，ポイン
トは次のようになろうか。 
(1)教委制度の意義と役割 

 教委の任意設置論や廃止論にどう答えるか，が課
題ではないか。教委が果たす今日的意味を明確にす
ることが主眼と言えよう。形骸化が指摘される教委

をどう活性化するか，も課題だ。 
(2)首長と教委との関係 
 一部の首長には，学校教育はともかく，生涯学習，

文化，スポーツ，幼児教育等については直接掌理し
たいという意向がある。こうした点を踏まえて，首
長と教委の連携のあり方をどうするかが課題となろ

う。 
(3)市町村と都道府県との関係および市町村教委の
あり方 

 教委機能の強化をめざす教育行政の広域化の推進
方策や市町村と都道府県の関係，とくに小・中学校
の教職員の人事の扱いなどが問題となろう。 

(4)学校と教委との関係および学校の自主性・自律
性の確立 
 先ごろ公表された「地域運営学校」の具体化がメ

インの課題か。そのほか，学校の主体性を高める観
点から学校と教委の関係，学校評価のあり方，主任
制の見直しなども取り上げられるものと考える。 

（ひしむら・ゆきひこ＝国立教育政策研究所名誉所員） 
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